













作成され（会社法 431 条）、会社法 461 条に定める分配可能額の算定基礎となる。我が国で
は、昭和 49 年（1974 年）の商法改正において、公正なる会計慣行を斟酌すべし（商法第 32



















































































































                                                   
5会社法上の承認（決定機関については特に規定は存在しない  ）を得たうえで、財務諸
表に注記 することにより適用できる 、配当規制の制度である（会社法計算規則 129 条 1




































図表１ トヨタ G が積み立てている留保利益の推移 
 
最新の財務諸表である平成 27 年 3 月期には、トヨタ G の利益剰余金が約 15.6 兆円、ト
ヨタの利益剰余金が約 9.7 兆円であるから、現在トヨタは約 5.8 兆円の簿外現金を積み立
てており、同額の事業投資利益を繰り延べていることになる。 
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２００８年３月期 ¥12,408,550 ¥7,385,407 ¥5,023,143
２００９年３月期 ¥11,531,622 ¥7,002,065 ¥4,529,557
２０１０年３月期 ¥11,568,602 ¥6,855,777 ¥4,712,825
２０１１年３月期 ¥11,835,665 ¥6,767,422 ¥5,068,243
２０１２年３月期 ¥11,917,074 ¥6,599,875 ¥5,317,199
２０１３年３月期 ¥12,689,206 ¥7,107,604 ¥5,581,602
２０１４年３月期 ¥14,116,295 ¥8,128,385 ¥5,987,910
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例えば、親会社 Pと完全子会社 Sの企業グループがあったとする。親会社 Pの現金残高 CP、
利益剰余金の残高 Ip、完全子会社 S の現金残高は払込資本と同額の CAP、利益剰余金の残高
は 0 とすると、親会社 P と完全子会社 Sの個別財務諸表は、図表 1のようになる。 
 




図表 1の状態から完全子会社 Sは事業活動を行い、収益 Iｓを現金で回収し、現金残高およ
び利益剰余金が Iｓだけ増加したとする。親会社の利益は、便宜上 0とした場合、親会社 P
と完全子会社 Sの個別財務諸表は、図表 2のようになる。 
 
図表 2 配当前の親会社 P と完全子会社 S の個別貸借対照表 
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表を、図表 3 に示す。 
 
図表 3 全額配当後の親会社 P と完全子会社 S の個別貸借対照表 
 
 
一方、完全子会社 S が獲得した利益を親会社 P に配当せず、完全子会社 S に留保された場
合、現行の会計基準では、何の会計処理も行われない。未配当時の親会社 P と完全子会社 S
の個別財務諸表は、図表 4のようになる。これは、前掲図表 2と同じである 
 
図表 4 未配当時の親会社 P と完全子会社 S の個別貸借対照表（取得原価法） 
 
 
完全子会社 S が非上場企業の場合、親会社 P の株主が参照できるのは、親会社 P の個別財
務諸表のみである。しかし、親会社 P の株主は、親会社 P の個別財務諸表を参照しても、完
全子会社 Sの留保利益を参照できない。 
ここで、親会社 P の企業グループにおける連結貸借対照表では、どのように表示されてい
（資産の部） （負債の部） （資産の部） （負債の部）







（資産の部） （負債の部） （資産の部） （負債の部）









るかを確認してみることにする。未配当時の親会社 P グループの連結貸借対照表を図表 5 に
示す。 
 
図表 5 未配当時の親会社 P グループ連結貸借対照表 
 
 


















                                                   
5 設例のように子会社に資本金と資本準備金しか存在しない場合は、通常、子会社株式の取得


































































小稿では、上述の方法①については主に第 1 章において、また、②については主に第 2 章
（資産の部） （負債の部） （資産の部） （負債の部）




















第 1 章 分配可能額の算定方法 
 
第 1 節 連結配当と個別配当 
 
第 1 項 連結配当 
連結配当とは、連結財務諸表に表示される当期純利益や留保利益を基準として、分配
可能額を算定する方法である。図表 7 に連結配当のイメージを示す。 
 


































中心に―」久留米大学商学研究 2003 年第 9 巻第 3 号 pp.381-403 
8 相澤哲、葉玉匡美、郡谷大輔『論点解説 新・会社法―千問の道標』（商事法務、2006 年） 
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9酒巻雅純「株式会社の配当規制に関する考察―連結配当規制を中心に―」『経済科学論究』 



































































                                                   
10 秋葉賢一『会計基準の読み方 Q&A100』（中央経済社、2014 年） 
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第 2 節 我が国における分配可能額算定方法の概要 
 
第 1 項 我が国で採用されている分配可能額の算定方法 















を比較し、a と b の、いずれか小さい方の額を分配可能額とするよう定められている14。
図表 10 に連結配当規制おける分配可能額の算定フローチャートを示す。 
  




12会社法計算規則 129 条 1 項 11 号、143 条 
13会社計算規則 2 条 3 項 51 号 
14会社計算規則 158 条 4 項 
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15前掲注 6 p.509 
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第 2 章 関係会社株式の評価 
 









ることになる。図表 11 に関係会社の相関図を示す。 
 









第 2 節 関係会社株式の評価方法と特徴 


























                                                   
17企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」第 15 項 
18前掲注 15 第 70 項 
19前掲注 15 第 18 項 




























                                                   
21前掲注 15 第 77 項 
22前掲注 15 第 78 項 
23前掲注 15 第 80 項 
24金融商品会計実務指針第９１項、第９２項 






























                                                   
26斎藤静樹『会計基準の研究（増補版）』（中央経済社、2010 年） 
















第 3 節 我が国における関係会社株式に関する評価の概要 













当該他企業の株式は関連会社株式と呼ばれることになる。図表 12 および図表 13 に、子
                                                   
29 連結財務諸表規則第 8 条、連結財務諸表計算規則第 22 号、銀行の場合は銀行法施行令第 4
条の 2 第 2 項および同施行令規則第 14 条の 7 第 1 項 







































第 4 節 関係会社株式評価への持分法適用に関する考察 
第 2 章第 3 節第 2 項で述べたように、現行の我が国の会計基準では、持分法による株式の












                                                   
31企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」第 73 項 
32企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」第 74 項 
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例えば、被投資会社Ｓの株式の 100％を CU100 で取得し、S は親会社 P の完全子会
社となったとする。親会社 P において、S の株式は子会社株式として計上され、仕訳は
次のようになる。 
100100 現金　　子会社株式　　  
                                                   
34 前掲注 33 p.297 
35 前掲注 33 p.298 
 27 
 
次に、完全子会社 S は順調に事業を展開し、CU20 の利益を獲得した。（P 社と S 社
の決算期は同じものとする） 





55 受取配当金　　　現金　　  
ケース②の場合、現行の会計基準では、子会社未配当留保利益の持分相当額が反映さ
れないため、何の会計処理も行われない。 










ケース①の場合、完全子会社であった S への投資の成果として、受取配当金 CU5 と
子会社株式売却益 CU15 の合計 CU20 が計上される。 








































                                                   



















上記のケース①では、完全子会社 S の留保利益は CU15 であるから、持分法を適用し
た場合の仕訳は次のようになり、子会社株式の簿価は CU115 となる。 
55 受取配当金　　　現金　　  









次に、ケース②で持分法を適用した場合、完全子会社 S の留保利益は CU20 であるか
ら、持分法を適用した場合の仕訳は次のようになり、子会社株式の簿価は CU120 となる。 









ケース①の場合、子会社であった S への投資の成果は、受取配当金 CU5 と持分法投資
利益 CU15、子会社株式売却益 CU0 のトータルで、CU20 となる。 
ケース②の場合、完全子会社 S からの配当も無ければ、子会社株式売却益もゼロであ







































を活用することによって、赤字配当を成し遂げた経歴があるからである。2009 年 3 月期、ト
ヨタはレクサス事件を原因とした大規模リコール39により、連結ベースで当期純損失を 4,369
億円計上した。しかし、株主に対し、１株あたり 100 円（前年度比△40円）を配当している。






                                                   
38 内閣府公表の 2014 年 4 月から 2015 年 3 月の国内総生産（名目年度）4,896,179 億円とト
ヨタ G の 2015 年 3 月期の付加価値の概算 47,487.67 億円（営業利益 27,505.64+人件費（平均
年収 8,313,314 円*従業員数 70,037 人＋役員・監査報酬 19.86 億円）+減価償却費 14,090.75
億円）に基づく。 
39トヨタ自動車「トヨタ自動車 75 年史 ―自主改善とリコール発生－」
https://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_glob
al_corporation/chapter5/section3/item1.html（確認日 2015 年 10 月 20 日） 
 32 
 
図表 14 トヨタ G が積み立てている子会社未配当留保利益の推移 
 
 
2009年 3 月期におけるトヨタ Gの連結利益剰余金は約 11.5兆円、トヨタ単体の利益剰余金
























２００８年３月期 ¥12,408,550 ¥7,385,407 ¥5,023,143
２００９年３月期 ¥11,531,622 ¥7,002,065 ¥4,529,557
２０１０年３月期 ¥11,568,602 ¥6,855,777 ¥4,712,825
２０１１年３月期 ¥11,835,665 ¥6,767,422 ¥5,068,243
２０１２年３月期 ¥11,917,074 ¥6,599,875 ¥5,317,199
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２０１４年３月期 ¥14,116,295 ¥8,128,385 ¥5,987,910
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40 これは、2005 年に、計算関係書類を作成するに当たって拠るべき指針を明確化するために、
法務省、金融庁および中小企業庁の協力の下、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日
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